
 

Ⅵ-１ 共生社会の実現に向けた農福連携の推進 
 

提出先 厚生労働省、農林水産省 
 

 

【提案項目】 

共生社会の実現に向けて、農福連携を、農業分野における障がい者の活躍の場とし

ての取組にとどまらず、ユニバーサルな取組として、高齢者、生活困窮者、ひきこも

りの状態にある者等も含めた身近な地域の多様な人々が参画し、「ともに生きる」こ

とを体感する機会として推進するため、次の措置を講じること。 

 

 １ 多様な人々を対象とした包括的な補助制度の構築 

障がい者や高齢者など参加者の属性に由らず、共生社会の実現に向けた農福連携

の活動に対する柔軟な制度運用や包括的な補助制度の構築を行うこと。 

 

 ２ 都市部の小規模農家でも活用可能な環境整備に係る支援 

仮設トイレの設置など、最低限必要な環境整備に係る費用について、小規模農家

でも利用しやすい支援策を講じること 

 

 

【提案理由等】 
１ 現状、障がい者の工賃向上や、高齢者の社会参加・介護予防など、農福連携にも活用可能

な補助制度等はあるが、それぞれ所管部署や、補助の目的・対象も異なるため、調整に過大

な困難が生じている。 

よって、共生社会の実現に向けた農福連携の活動に対する柔軟な制度運用や包括的な補助

制度の構築を行う必要がある。 

名称 対象 実施主体 主たる目的 

工賃向上計画支援等事業 障がい者 都道府県 障害福祉サービス事業

所等を利用する障がい

者の工賃向上 

農福連携プラス推進モデル事

業 

障がい者 都道府県 障害者就労支援施設立

ち上げ支援とモデルづ

くり 

マッチング支援担当者設置の

モデル事業 

生活困窮者 福祉事務所設置自

治体 

生活困窮者の就労に向

けた準備 

地域支援事業交付金 高齢者等 市区町村 要介護状態等の予防高

齢者を地域で支える体

制の構築 

高齢者の生きがい活動促進事

業 

高齢者 市区町村 高齢者の社会参加・役

割創出 

 

２ 本県の農業は、農家一戸あたりの耕地面積が0.86haと全国平均の3.0haと比べて規模が小さ

く、家族を中心とした個人経営が多く、農業の担い手不足や高齢化が進んでいる。 

そうした中で福祉との協働へ期待を持つ農業者も徐々に増えているが、現状、農林水産省

の農山漁村振興交付金には個人に対する直接の助成はない。 

仮設トイレの設置など、最低限必要な環境整備に係る費用について、小規模農家でも利用

しやすい支援策を講じる必要がある。 

（神奈川県担当課：福祉子どもみらい局共生推進本部室） 



 

Ⅵ-２ 外国籍県民に対する環境整備の推進 

 

   提出先 内閣官房、総務省、法務省、文部科学省、厚生労働省 

 

 
【提案項目】 

県内の外国籍県民が増加し、定住化が進む中で、外国籍県民の地域参加の促進及び

暮らしやすい環境づくりを図り、外国籍県民とともに生きる地域社会づくりを進める

ため、次の措置を講じること。 
 

１ 情報提供・相談体制の充実 

情報提供や相談を多言語で行う窓口への支援を更に充実させるとともに、交付金

による財政支援は継続・拡充すること。 
 

２ 医療通訳制度等の充実 

異なる言語や文化を持つ外国人患者の支援のため、医療通訳制度の更なる充実を

図るとともに、先行する地方自治体等の制度との融合を図ること。 
 

３ 地域日本語教育の総合的な体制づくりに係る支援等の継続・改善 

地方自治体が関係機関等と有機的に連携し、日本語教育環境を強化していくため

の財政支援を継続・拡充するとともに、市町村等も含めて、通年での事業実施期間

を確保できるよう必要な措置を講じること。 

 

 ４ 地域参加の道が閉ざされている制度の改善の検討 

外国籍県民に対して法律的に地域参加の道が閉ざされている制度について、改善

の検討を行うこと。 
 

５ 外国人学校の設置者に対する特定公益増進法人の認定等 

外国人学校への寄附について税制上の優遇を図るため、その設置者を特定公益増

進法人として認めること。また、指定寄附金についても指定の対象とすること。 
 

６ 医療費負担能力に欠ける外国籍県民の救済 

外国籍県民等の医療費不払いは、医療機関の経営を圧迫し、医療提供体制にも影

響を与えていることを踏まえ、医療費負担能力に欠ける外国籍県民救済のため、新

たな制度を創設するなど、適切な対応を検討すること。 
 

７ 老齢基礎年金、障害基礎年金等の未受給者に対する救済措置 

在日外国人に係る老齢基礎年金、障害基礎年金等の未受給者に対する救済措置を

講じること。 
 

 
 



 

【提案理由等】 
国は、外国人労働者の受入拡大への対策として、平成30年度に「外国人材の受入れ・共生のた

めの総合的対応策」を策定し、毎年度改訂してきた。さらに令和７年度には、従来の対応策を継

承しつつ「秩序」という視点を取り入れた「外国人の受入れ・秩序ある共生のための総合的対応

策」を新たに策定したところであるが、外国人の受入れ環境整備に係る諸制度は地方自治体にと

って使いやすい制度とはなっておらず、国全体を通じた諸制度の改革を伴わなければ、外国籍県

民とともに生きる社会を実現していくことは難しい状況にある。グローバル化が急速に進展する

中で、制度の抜本的な改善及び創設が必要である。 

なお、教育支援体制整備事業費補助金（地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業）等に

ついて、地方自治体の補助申請予定額が国の事業予算を上回ったことを受け減額調整されている

ことから、地方自治体の取組に支障が生じているため、外国籍県民が増え続ける状況を踏まえ、

国としても十分な予算を確保するとともに、より一層の財政措置の充実が必要である。 

また、外国籍県民の声を県政に反映させる仕組みとして、本県では「外国籍県民かながわ会

議」を設置し、取組を進めているところだが、権利の保障は十分でないため、法律的に地域参加

の道が閉ざされている制度については、引き続き改善の検討を求めていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（神奈川県担当課：文化スポーツ観光局国際課、福祉子どもみらい局私学振興課、生活援護課、 

健康医療局医療課） 



 

Ⅵ-３ 中国残留邦人等に対する支援給付事業に係る財政負担の見直し 

 

   提出先 厚生労働省 

 

 

【提案項目】 

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立に関する法律に基づく、

中国残留邦人等に対する支援給付事業は、現在国が実施している旧軍人等に対する給

付事業と同様、地方自治体の負担を求めることなく、国の責任において実施するこ

と。 
 

 
【提案理由等】 

中国残留邦人等が置かれている特別な事情に鑑み、平成20年４月から支援給付事業が開始され、

地方自治体には生活保護法の例による財政負担が生じることとなった。 

本制度は、中国残留邦人等の地域社会における自立の促進及び生活の安定を図るために実施す

るものとされているが、中国残留邦人等に対する支援については、現在国が実施している旧軍人

等に対する給付事業と同様、戦争被害に対する補償として、国の責任において実施すべきもので

あり、地方自治体に財政負担を求めるべきではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（神奈川県担当課：福祉子どもみらい局福祉部生活援護課） 



 

Ⅵ-４ 国内民間慰霊碑等事業費補助金の充実 

 

   提出先 厚生労働省 

 

 

【提案項目】 

国内民間建立慰霊碑移設等事業費補助金について、移設、補修、埋設等に要する費

用に限らず、「代替物設置」及び「劣化等調査」に係る費用についても対象に加え、

補助対象経費を拡充すること。 
 

 
【提案理由等】 

民間慰霊碑の維持管理は、建立者自身が行うことが基本だが、高齢者であったり、不明になる

など管理が困難なものや、慰霊碑の劣化による倒壊などのおそれがあるものも多く、安全確保が

課題である。 

こうした慰霊碑の修繕や移設に関しては、地方自治体が建立者に代わって実施主体となる場合、

当該補助金を活用することが可能であるが、多額の費用が必要となるにもかかわらず、当該補助

金を活用しても補助上限額が少額であることや、代替物設置や劣化等調査費用は補助対象に含ま

れないことなど課題が多く、活用事例が少ない。 

国において実施した先の大戦により亡くなられた戦没者等を慰霊するものであり、その責任の

所在は国にあると考えられることから、民間慰霊碑の実態に応じた補助制度となるよう補助対象

経費の拡充が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（神奈川県担当課：福祉子どもみらい局福祉部生活援護課） 



 

Ⅵ-５ 男女共同参画社会実現のための施策の推進 

 

   提出先 内閣府、文部科学省 

 

 
【提案項目】 

男女共同参画社会の実現に向けて、全国共通の課題として特に推進していくべき次

の施策について、措置を講じること。 

 

 １ 独立行政法人男女共同参画機構と地域の男女共同参画センター等との連携 

   地域の男女共同参画センターが、男女共同参画社会基本法の理念に即した運営と

関係機関との有機的な連携の元、同法に定められた役割を十分に果たせるよう、独

立行政法人男女共同参画機構における支援や、連携の具体的な内容を示し、地域の

実情を踏まえた連携体制を構築すること。 

 

 ２ 男女共同参画に関する統計データ等の公表 

   男女共同参画の状況や課題を、都道府県間で比較・分析することができるよう、

国が行う男女共同参画に関する統計データ等の公表においては、全国一律のデータ

のみでなく、活用が可能な都道府県別データもあわせて公表すること。 

 

３ ライフキャリア教育の推進 

社会に出る前の若者に対し、ジェンダー平等意識を醸成し、男女とも固定的性別

役割分担意識にとらわれることなく、生涯にわたりどのような働き方、生き方をし

たいのかを主体的に考えることができるよう、男女共同参画の視点によるライフキ

ャリア教育を促進すること。 

 

４ ジェンダー統計の推進 

男女の意識による偏り、格差や差別の現状と要因・影響を客観的に把握するジェ

ンダー統計の推進のため、性別情報の取扱いに関するガイドラインを策定し、全国

調査を行う際はこれに基づき実施すること。 
 

 
【提案理由等】 

男女共同参画社会基本法（以下、「基本法」という）の施行から 25 年が経ったが、2025 年６

月に世界経済フォーラムが公表したジェンダー・ギャップ指数（世界経済フォーラム）で、日本

は 148か国中 118位と前年と同順であり、特に経済分野と政治分野の値の低さは顕著である。 

令和８年４月の基本法改正により、地域の男女共同参画センターは、関係者相互間の連携と協

働の拠点として位置付けられ、同年４月１日に設立した独立行政法人男女共同参画機構が、地域

の男女共同参画センター等を強力に支援するとし、国は、「男女共同参画センターにおける業務

及び運営についてのガイドラン」（以下、「ガイドライン」という）も示している。 

男女共同参画社会を実現するためには、独立行政法人男女共同参画機構と男女共同参画センタ

ー等の取組や連携内容を具体的に示し、連携体制を構築する必要がある。 

また、若い頃から固定的性別役割分担意識にとらわれないよう、男女共同参画の視点によるラ

イフキャリア教育の実施が必要である。 

さらに、これらの取組を進めるために、男女の置かれている状況を客観的に把握・分析するこ

とが重要である。 



 

 

 １ 基本法が改正され、地方公共団体は、男女共同参画社会の形成の促進において、男女共同参

画センターとしての機能を担う体制確保に努めることとされ、独立行政法人男女共同参画機構

との連携・協働の在り方がガイドラインで示されたものの、具体的な連携内容は示されておら

ず、関係者間との相互連携による取組体制の構築には相当の時間が必要である。 

   

 ２ ジェンダー平等社会を目指して男女間の格差を解消していくためには、女性と男性の置かれ

ている状況の違い等を把握して施策や事業の検討を行うことが欠かせないが、男女共同参画の

状況や課題は地域ごとに異なり、全国のデータだけでは、効果的な施策を検討・実施すること

が困難であるため、各都道府県においても、地域の状況を把握・分析できるよう国が行った調

査の結果を毎年都道府県別に公表する必要がある。 

   

３ 本県では、中学生・高校生・大学生を対象とした男女共同参画の視点によるライフキャリア

教育の実施を支援している。こうした教育を受ける機会は、すべての若者に与えられるべきで

あり、教育関係者の意識醸成や、学校が授業等でライフキャリア教育に取り組むための支援を、

国全体で展開する必要がある。 

 

４ 各都道府県で実施している各種統計は、国の調査の一環であるものや、国への報告様式に基

づき実施しているものも多いため、ジェンダー統計の推進に当たっては、ジェンダーアイデン

ティティの在り方が多様であることに配慮し、国が、性別情報の取扱いに関する考え方を整理

することが不可欠である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（神奈川県担当課：福祉子どもみらい局共生推進本部室） 



Ⅵ-６ 困難な問題を抱える女性等支援の総合的な推進 

 

 提出先 内閣府、厚生労働省 

 
 

【提案項目】 

配偶者等からの暴力（ＤＶ）の被害者、人身取引対策行動計画に記されている人

身取引被害者をはじめ、困難な問題を抱える女性等の支援を総合的に推進するた

め、次の措置を講じること。 

 

１ 国補助における配置基準の柔軟化 
女性支援費国庫負担金及び補助金で示された「女性相談支援センター一時保護

所及び女性自立支援施設職員職種別配置基準」の施設の実情に合わせて解釈を柔

軟化すること 
 

 
【提案理由等】 

女性支援費国庫負担金及び国庫補助金では「一時保護所及び女性自立支援施設の

職員職種別配置基準」（以下、「配置基準」という。）が設けられ、施設事務費基

準限度額の基礎及び各種加算の要件とされている。配置基準は、令和６年３月18

日社援発0318第60号厚生労働省社会・援護局長通知「女性支援事業の実施について」

の別添２「女性相談支援センター設置要綱」（以下、「設置要綱」という。）及び

令和５年３月29日厚生労働省令第36号「女性自立支援施設の設備及び運営に関する

基準」（以下、「運営基準」という。）で示された職員数と一致しておらず、一時

保護所と女性自立支援施設が併設する場合の職員配置の取り扱いについても一部

通知を出されたものを除いて明確ではない。とりわけ、運営基準においては、調理

業務の全部委託をする場合は、「栄養士」及び「調理員」を置かないことが認めら

れているのにも係らず、配置基準ではその取扱いが不明瞭である。（「調理員等」

を全部委託している施設であっても配置基準を満たしている旨を明記すべき。）配

置基準において、支援員に比して調理員等の人数が手厚い現状も含めて、施設や支

援の現場の実情を踏まえた配置基準の適正化及び柔軟化、設置要綱及び運営基準と

配置基準の関係の明確化が必要である。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（神奈川県担当課：福祉子どもみらい局共生推進本部室） 



Ⅵ-７ ＮＰＯ法人の自立的活動を支える環境整備の充実 

提出先 総務省 

【提案項目】 

ＮＰＯ法人の自立的活動の基盤強化に向けて、認定ＮＰＯ法人や指定ＮＰＯ法人数

の拡大を図るため、次の措置を講じること。 

○ 条例による指定方法の見直し

「住民税控除対象となるＮＰＯ法人への寄附金」に係る条例による指定方法（条

例に法人の名称及び所在地を明記）については、公示による指定も可能とするな

ど、地域主権の観点から、地方の判断に委ねるよう見直しを行うこと。 

【提案理由等】 
 平成23年６月の特定非営利活動促進法改正により、都道府県や市町村が条例で指定したＮ

ＰＯ法人への寄附金は、個人住民税の寄附金税額控除の対象となった。 

本県では、都道府県では初めてとなる、控除対象となる寄附金を受け入れるＮＰＯ法人を

指定するための基準・手続等を定める条例を平成23年12月に制定、平成24年７月には対象と

なるＮＰＯ法人を指定する条例を制定し、令和７年度末現在で64法人を指定している。 

しかしながら、条例に法人の名称及び所在地を明記する必要があるため、指定の都度条例

改正が必要であり、指定の時期が限定されるなど速やかな指定という面で課題がある。 

認定ＮＰＯ法人の認定を取得するため整備された３つのルート 

（神奈川県担当課：政策局ＮＰＯ協働推進課） 

ＮＰＯ
法人 

認定 
ＮＰＯ
法人 

ＰＳＴ等の要件により審査 

特例認定 
ＮＰＯ法人 

指定 
ＮＰＯ法人 

特例認定（ＰＳＴ免除） 認定（ＰＳＴ等審査） 

認定（ＰＳＴ以外等審査） 条例指定 
個別 
指定 

撤廃！ 



 

Ⅵ-８ 文化財の保存・活用に係る補助制度の拡充 

 

   提出先 文化庁 

 

 

【提案項目】 

文化財の適切な保存・活用の取組を推進するため、次の措置を講じること。 

 

 １ 埋蔵文化財発掘調査に係る補助の充実 

   埋蔵文化財の発掘調査に係る必要な財源について、予算を確保し、必要な調査が

  適切に実施できるよう補助の充実を図ること。 

 

 ２ 史跡等の保存整備に係る補助制度の拡充 

   史跡、名勝、天然記念物等（以下「史跡等」という。）について、市町村による

  県有地の買上げも補助対象とすること。 

 

 ３ 文化財の防災対策に係る補助制度の更なる拡充 

   激甚化・頻発化する自然災害等への対策は急務であることから、国庫補助事業の

  補助率の引上げや補助対象の拡大等を図ること。 

 

 
【提案理由等】 

１ 開発事業に伴う発掘調査は、埋蔵文化財の有無を確認の上、現地保存が困難な場合には発

 掘調査により記録保存を行う等、極めて緊急性が高い近年、人件費や燃料価格の高騰等に伴

 い、調査費用が年々増加する一方、本県及び県内市町村における令和８年度国庫補助要望額

 に対する年度当初の交付決定額は、65％にとどまっている。 
 発掘調査事業が適切に実施できるよう、本県及び県内市町村の要望額に対応した補助の充実

 が必要である。 

 

２ 史跡等の保存整備に当たり地方自治体間の土地の買上げは、 

 「史跡等購入費国庫補助要項」の史跡等の保存整備が速やかに実施できるよう、例えば「文

 化財保存活用地域計画」に記載された土地に係る地方自治体間の買上げを補助対象事業とす

 るなど、補助制度の拡充が必要である。 

 

３ 文化財の防災対策については、国の「第１次文化財防災対策５か年計画」により、令和８

 年度から補助金の拡充がなされたところだが、防火、耐震、水害、老朽化対策等に係る経費

 は著しく高額となる場合も多い。所有者の負担を軽減し防災対策のハード整備をより一層進

 めるため、補助率の引上げや補助対象の拡大等、補助制度の更なる拡充が必要である。 

 

 

 

 

 

 

（神奈川県担当課：教育局文化遺産課） 



 

Ⅵ-９ マイナンバー制度の円滑な運営の推進 

 

     提出先 デジタル庁、総務省 

 

 
【提案項目】 

マイナンバー（社会保障・税番号）について、制度の円滑な運営を図り、実務に携

わる地方自治体の負担を軽減するため、次の措置を講じること。 
 

１ 新たな情報連携に係る財政措置及び各省庁通知の早期発出 

新たな情報連携の開始に伴い必要となる地方自治体のシステム改修費用について

補助金等適切な財政措置を講じるとともに、データ標準レイアウト改版の確定時期

に併せて、新たな情報連携に係る事務取扱い等について情報提供するよう各省庁に

求めること。 

 

２ 特定個人情報データ標準レイアウト改版確定後修正の抑制 

改版確定後の度重なる修正は、地方自治体の負担が大きいため、こうした修正が

発生しないよう事前に仕様の確認を十分に行うこと。 
 

３ マイナンバー制度に係る各システムの処理性能の確保 

マイナンバーカードの発行や情報連携に係る各システムにおいて安定的な運用を

行うとともに、十分な処理性能を確保すること。 

 

４ マイナンバー制度に係る住民支援等に要する経費に対する財政措置 

市町村窓口において住民がマイナポータルを利用するための端末の整備経費等に

ついて、財政措置を講じること。 

 
５ マイナンバーカード交付事務に関する照会回答システムの構築 

県内市町村から本県を経由して行っているマイナンバーカード交付事務に関す

る国への照会について、専用の照会回答システムを構築し、申請対応の迅速化及

び本県・市町村の負担軽減を図ること。 
 

 
【提案理由等】 

１ 国の方針による新たな情報連携が開始されることに伴い、地方自治体のシステム改修が必

要となる場合は、補助金等による適切な財政措置が必要である。また、地方自治体における

予算の確保を適切に行うため、改版の影響を受ける事務取扱いに係る情報についても、デー

タ標準レイアウト改版の確定版と合わせて改版の前年度６月までに提供するよう各省庁に働

きかけを行う必要がある。 

 

２ 毎年度のデータ標準レイアウトの改版作業に当たっては、「確定版」の公開後に度重なる

修正が行われている（令和５年度は５回、令和６年度は12回、令和７年度は６件）。地方自

治体は、修正の度に確認等の作業が必要となっており、修正範囲が大きい場合は、システム

改修費用が掛かる可能性もある。改版確定後の修正が発生しないよう、事前に仕様の確認等

を十分に行うべきである。 



 

 

３ マイナンバーカードの重要性は日々高まっているため、マイナンバーカード関連システム

について、安定的な運用を行うとともに、十分な処理性能を確保する必要がある。 

また、データ標準レイアウトの改版作業に当たっては、中間サーバーの情報連携件数に制

限があるため、副本登録を数日に分けて実施しなければならない状況が続いており、地方自

治体に大きな負担が強いられていることから、十分な処理性能を確保する必要がある。 

 

４ マイナンバーカードの普及により、マイナポータルの活用がより一層進むことが想定され

ることから、健康保険証としての利用及び公金受取口座に関する支援以外にも、窓口で住民

がマイナポータルを利用するための端末整備費用等について、財政措置を講じる必要がある。 

 

５ マイナンバーカード交付事務において、事務処理要領等で想定されていない事案が発生し

ており、市町村での判断が困難な場合は都道府県へ確認し、都道府県で判断できない場合は

都道府県を通じて総務省への照会を行うこととなっている。総務省へ確認となった場合、照

会フォーマットの指定もなく、総務省からの回答に時間を要しており、申請者の対応に苦慮

している。 

また、運転免許証との一体化やマイナンバーカード機能のスマートフォン搭載等、新たな

制度ができるたびに、このような傾向は強くなっており、今後マイナンバーカードの券面記

載事項の一部見直しも予定されていることから照会の増加が懸念される。 

このことから、申請対応の迅速化や照会回答に係る負担軽減のために、県内市町村や本県

がシステムを通じて国へ照会し、回答を本県、県内市町村が共有できる照会回答システムを

整備する必要がある。また、総務省の全国自治体から照会があった回答内容を随時ＦＡＱ等

により閲覧を可能とすることで、県内市町村が本県、総務省に確認せず判断ができるように

する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（神奈川県担当課：総務局デジタル戦略本部室） 



Ⅵ-10 長期化するウクライナ避難民への支援 

提出先 内閣官房、法務省、文部科学省、厚生労働省、国土交通省 

【提案項目】 

  ウクライナ避難民（以下、「避難民」という。）の日本での生活が長期化する中、

ウクライナ避難民が安心して暮らすことができるよう、自立に向けた支援を拡充する

ため、次の措置を講じること。 

１ 住居支援への財政措置 

地方自治体において一時的に公営住宅等を無償提供し、避難民を受け入れてい

るが、国が受入れを決定した以上、国の責任において、住居支援に係る財政措置

を行うこと。また、既に負担した費用の遡及的な補填も行うこと。 

２ 生活基盤の構築に向けた支援 

ウクライナ避難民にかかる支援については、「補完的保護対象者の認定制度」へ

の適切な移行とともに、生活支援や日本語能力の習得をはじめ、就労・就学、医療

など、国において切れ目のない支援を行いつつ、ひいては避難民が自らの力で生活

基盤を築けるようにすること。 

３ 情報提供の充実 

地方公共団体に対する情報提供を、適切かつきめ細やかに行うこと。 

【提案理由等】 
本県では、国からの事務連絡に基づき、避難民を公営住宅等に受け入れるとともに、「ウクラ

イナ避難民支援相談窓口」を運営し、避難民やその家族等からの様々な相談へ対応したほか、民

間企業やＮＰＯ法人等と連携し、オール神奈川でニーズに応じた支援を行ってきた。 

一方、現在のウクライナ情勢を踏まえると、避難民の日本での生活はさらに長期化することが

想定されるため、こうした避難民への支援を一過性で終わらせることなく、避難民が安心して暮

らすことができるよう、継続的に支援していくことが必要である。 

国においては、定住支援プログラムを実施しているが、補完的保護対象者への就労支援制度は

限られており、安定的な就労につながっているとは言い難い。また、国においては、ウクライナ

語を含む、希少言語に対応した電話による遠隔通訳サービスを実施しているが、医療機関への受

診時や学校の面談など、直接対応が必要となる場面では、言語面での不安が残るなど、国の支援

は限定的である。 

ウクライナ情勢により、避難民の多くは止む無く母国を離れ、来日しているという事情を鑑み

ると、避難民が日本の社会で自立して生活していけるよう、受入れを決定した国として責任をも

って、財政措置等を含めて支援を講じる必要がある。 

（神奈川県担当課：文化スポーツ観光局国際課） 
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